
33 
 

Ⅱ. 厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
新規モデル地域の抽出状況（JACR へのアンケート調査まとめ） 

 
研究分担者 

田中里奈 弘前大学大学院医学研究科・助教 
雑賀公美子 弘前大学・大学院医学研究科・客員研究員 

松田智大 国立がん研究センター社会と健康研究センター国際連携研究部・部長 
斎藤 博 青森県立中央病院・医療顧問 

松坂方士 弘前大学医学部附属病院・准教授 
 

研究要旨 
これまで複数の自治体でがん検診の精度管理を目的にがん登録データが利用されてきたが、実際に

データ照合を実施して指標を算出し、精度管理に至ったのは 5 県のみだった。そのうち、厚生労働省
研究班等の支援を受けずに事業を遂行したのは 1 県のみであり、データ照合によるがん検診の精度管
理事業にはかなりの専門知識が必要であることが明らかになった。これを踏まえて、今後、当該事業
を全国に普及させるためには、標準的な手順の整備や算出する精度管理指標の例示、指標算出のため
の各項目の定義など、専門知識が必要な部分を解説したマニュアル的な資材を作成する必要があると
考えられた。また、既にがん登録情報やがん検診情報を利用した経験のある自治体では、当該事業を
新規に開始する際のハードルが低い可能性があり、今後も継続的に働きかける必要がある。 

 
Ａ．研究目的 
(1) これまでにがん登録情報とがん検診情報を

照合したデータをがん検診の精度管理に利
用した経験がある自治体を抽出する。そのよ
うな自治体に追加調査を実施し、具体的な内
容を聞き取る。得られた結果を整理し、今後
の精度管理の参考にする。 

(2) 過去にがん登録情報とがん検診情報の照合
を実施した経験のある自治体から、新たに照
合データをがん検診の精度管理に利用する
自治体を抽出する。 

 
Ｂ．研究方法 
(1) これまでにデータ照合の経験がある自治体

の抽出 

がん検診情報は市区町村が管理しており、がん
登録情報は都道府県が管理している。ただ、デー

タ照合作業はほとんどの場合において都道府県
がん登録データベース上で実施され、どちらの情
報も必ず都道府県がん登録室を経由する。そのた
め、漏れのない調査となるように都道府県がん登
録室を対象にアンケートを実施した。調査にあた
っては、全ての都道府県がん登録室が加盟してい
る日本がん登録協議会（JACR）にアンケート業務
を委託した。（アンケート内容は、資料１参照）
がん登録等の推進に関する法律は 2013 年 12 月に
成立し、2014 年度以降に各自治体でのがん登録情
報の利用が活発化したことから、本調査の対象は
2015 年以降の事業とした。なお、自治体名を含む
アンケート結果を研究班の報告書として公表す
ることは、事前に対象者（各自治体のアンケート
への回答者）に通知した。 

 

(2) 新たに事業展開を希望する自治体の抽出 
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(1)でデータ照合の経験があると回答した自治
体に個別に連絡を取り、新たに照合データを利用
したがん検診の精度管理事業の展開を希望する
自治体を抽出した。 
 
（倫理面への配慮） 

本研究では人体から採取された試料や個人情
報に関連する情報等は用いず、公表されている資
料のみで実施するため、倫理上の問題は発生しな
い。 
 
Ｃ．研究結果 
(1) これまでにデータ照合の経験がある自治体

の抽出 

① がん検診の精度管理を目的としたがん登録
情報の提供の有無 

がん検診の精度管理を目的としたがん登録情
報の提供の有無についての回答結果を表 1 に示し
た。 

2015 年以降、がん検診の精度管理を目的として
10 都府県（57 市区町村）でがん登録データの提
供が実施されていたが、そのうちでがん登録情報
とがん検診情報を照合した事業は 8 都府県（52 市
区町村）だった。（ただし、青森県の 3 市 1 町で
は照合しないデータも提供されている。）また、デ
ータ照合によって指標を算出し、がん検診の精度
管理に利用したのは、青森県（20 市町村）、栃木
県（5 市町）、福井県（17 市町）、和歌山県（1 市）、
島根県（2 市 2 町）だった。このうち、青森県（20
市町村）、栃木県（5 市町）、和歌山県（1 市）、島
根県（2 市 2 町）は厚生労働科学研究費補助金（が
ん対策推進総合研究）「都道府県がん登録の全国
集計データと診療情報等との併用・突合によるが
ん統計整備及び活用促進の研究」班（研究代表者・
松田智大）の支援によって実施された事業だった。
なお、青森県、和歌山県、島根県は本研究班に参
加して、引き続きデータ照合によるがん検診の精
度管理を実施している。 
 

② がん登録室へのデータ提供に関する相談 
データ提供にまでは至らなかったものの、都道

府県がん登録室にデータ提供に関する相談があ
った自治体は、東京都（港区、文京区、葛飾区）、
石川県（金沢市）、愛知県（半田市、名古屋市）だ
った。 
 
(2) 新たに事業展開を希望する自治体の抽出 

本研究班の協力の下でデータ照合によるがん
検診の精度管理を実施する 3 県（25 市町村）以外
の自治体に対して、本研究班の趣旨とがん検診の
精度管理の重要性を説明し、新規事業としてのデ
ータ照合によるがん検診の精度管理を提案した。
そのうち、秋田県男鹿市で令和 4 年度に本研究班
の協力の下で新規に事業を開始することとなっ
た。このことについては秋田県がん登録室も把握
しており、事務手続き等に関する協力を内諾いた
だいている。 
 
Ｄ．考察 

本研究班に参加している先行 3 県（25 市町村）
と栃木県（5 市町）は、本研究班が発足する前に
他の研究班の支援の下でデータ照合によるがん
検診の精度管理を実施しており、研究班等の支援
なく独自で事業を展開していたのは福井県だけ
だった。このことから、当該事業は研究班などの
専門家の支援なしではかなり難易度が高く、困難
なものであると考えられた。今後、当該事業を普
及させるためには、標準的な手順の整備や算出す
る精度管理指標の例示、指標算出のための各項目
の定義など、専門知識が必要な部分を解説したマ
ニュアル的な資材を作成する必要があると考え
られた。また、そのような資材は、今後、当該事
業を全国的に標準化する際にも十分に役立つも
のと期待される。 

がん登録情報とがん検診情報の照合作業を普
及させる際に、これまで最も懸念されていたのは、
個人情報の保護との関連で、受診者の同意を得ず
にデータ提供やデータ照合することへの忌避だ
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った。しかし、指標の算出や精度管理までには至
っていないものの、これまで複数の自治体でがん
検診のためにデータ提供やデータ照合が実施さ
れてきたことが明らかになり、行政のがん登録情
報の利用に対する理解、あるいはがん検診の精度
管理に対する認識が拡大しているものと考えら
れた。このことは今後の研究班活動にとって極め
て重要であり、先行 3 県の他に新規に当該事業を
開始する自治体での事例を示すことによってさ
らにがん登録情報やがん検診情報の利用が促進
する可能性がある。 

また、既にデータを利用したことのある自治体
と、データ利用には至らなかったものの都道府県
がん登録室に相談した経験がある自治体に新規
事業としてのデータ照合によるがん検診の精度
管理を提案したところ、秋田県男鹿市が令和 4 年
度からデータ照合によるがん検診の精度管理事
業を開始することになった。既にがん登録情報と
がん検診情報を利用した経験がある自治体は、個
人情報の保護という視点をクリアした後の視点
からデータ照合事業について考えることが可能
になり、その他の自治体よりも当該事業への参加
のハードルが低いのかもしれない。今後も過去に
データ利用した経験のある自治体に継続的に働
きかけることで新規に参加する自治体を増加さ
せることができると思われた。また、そのような
データ利用経験のない自治体には、個人情報を保
護しながら当該事業の実施が可能であることを、
本研究班での事例を紹介しながら丁寧に説明す
る必要があると考えられた。 
 
Ｅ．結論 

これまで複数の自治体でがん検診の精度管理
を目的にがん登録データが利用されてきたが、実
際にデータ照合を実施して指標を算出し、精度管
理に至ったのは 5 県のみだった。そのうち、厚生
労働省研究班等の支援を受けずに事業を遂行し
たのは 1 県のみであり、データ照合によるがん検
診の精度管理事業にはかなりの専門知識が必要

であることが明らかになった。これを踏まえて、
今後、当該事業を全国に普及させるためには、標
準的な手順の整備や算出する精度管理指標の例
示、指標算出のための各項目の定義など、専門知
識が必要な部分を解説したマニュアル的な資材
を作成する必要があると考えられた。また、既に
がん登録情報やがん検診情報を利用した経験の
ある自治体では、当該事業を新規に開始する際の
ハードルが低い可能性があり、今後も継続的に働
きかける必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 

本研究では人体から採取された試料や個人情
報に関連する情報等は用いない。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
 なし 
２．実用新案登録 
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 なし 
３．その他 

なし 
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資料 1 全国の都道府県、がん登録室に実施したアンケート 
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表 1. がん検診の精度管理を目的としたがん登録データの提供の有無 

都道府県名 データ提供の有無 
有の場合 

データ提供先 
データ照合の有無 

北海道 無   
青森県 有 階上町 無 

 有 青森市 無 
 有 青森市 無 
 有 黒石市 無 
 有 青森県（20 市町村） 有 

岩手県 無   
宮城県 無   
秋田県 有 男鹿市 無 

 有 秋田市 無 
 有 湯沢市 無 

山形県 無   
福島県 無   
茨城県 無   
栃木県 有 宇都宮市 有 

 有 小山市 有 
 有 大田原市 有 
 有 芳賀町 有 
 有 那須町 有 
 有 栃木県 有 

群馬県 無   
埼玉県 無   
千葉県 無   
東京都 有 練馬区 無 

 有 杉並区 有 
 有 八王子市 有 

神奈川県 有 横浜市 有 
新潟県 無   
富山県 無   
石川県 有 津幡町 無 
福井県 有 福井県 

（17 市町） 
有 

山梨県 無   
長野県 無   
岐阜県 無   
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（表 1 続き） 

都道府県名 データ提供の有無 
有の場合 

データ提供先 
データ照合の有無 

静岡県 無   
愛知県 無   
三重県 無   
滋賀県 無   
京都府 無   
大阪府 有 豊中市 無 

 有 枚方市 有 
兵庫県 無   
奈良県 無   

和歌山県 有 和歌山市 有 
鳥取県 無   
島根県 有 島根県 

（松江市、大田市、巴南町、
隠岐の島町） 

 

岡山県 無   
広島県 無   
山口県 無   
徳島県 無   
香川県 無   
愛媛県 無   
高知県 無   
福岡県 無   
佐賀県 無   
長崎県 無   
熊本県 無   
大分県 無   
宮崎県 無   

鹿児島県 無   
沖縄県 無   

  


